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第１章 計画の策定にあたって 

第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の背景・目的 

（１）社会的背景・目的 

高齢化の進展により増加している認知症や、知的障がい、その他の精神上の障がいによ

り財産の管理や日常生活を送るうえでの課題を抱えている人を支える制度として、成年後

見制度が平成 12 年４月から始まりました。 

この成年後見制度は、意思決定に課題を抱える人を支援する重要な仕組みとして位置付

けられていますが、制度の運用開始後、実際に成年後見制度を利用される人は、支援を必

要とする人の一部に限られる状況が続いているものと推測されています。 

そのような中で、支援を必要とする人が、成年後見制度を適切に利用できるよう、平成

28 年４月、成年後見制度の利用の促進に関する法律が公布され、同年５月に施行されま

した。 

この法律は、国や地方公共団体が成年後見制度の利用促進に取り組む責務等を明らかに

すること等により、成年後見制度を利用している人、これから利用しようとしている人の

権利利益が適切かつ確実に保護される体制を整備することを旨としています。 

さらに、この法律に基づき、平成 29 年３月に、政府の成年後見制度利用促進基本計画

が策定され、国や地方公共団体が取り組むべき事項等が具体的に示されています。 

芦屋町では、これら法律や、政府の基本計画で示されている、成年後見制度の利用促進

に関する町の責務を果たすため、芦屋町成年後見制度利用促進計画を策定し、町の現状や

課題を整理・検討するとともに、必要な体制整備や関係機関との連携などの施策を進める

こととしました。 
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２ 成年後見制度とは 

（１）成年後見制度の概要 

  成年後見制度とは、認知症、知的障がい、精神障がいなどによって、判断能力が十分で

ない方の権利利益を保護するための制度です。申立てを受けた家庭裁判所の審判により、

判断能力が十分でない本人（以下「成年被後見人等」といいます。）を援助する人（以下

「成年後見人等」といいます。）として成年後見人、保佐人、補助人を選任する制度です。 

成 年 後 見 制 度 の 類 型 

区 分 対象となる人 援助する人 

後 見 判断能力が欠けているのが通常の状態の方 成年後見人 

保 佐 判断能力が著しく不十分な方 保佐人 

補 助 判断能力が不十分な方 補助人 

任意後見 

本人の判断能力が不十分になったときに、本人があらかじめ結んでおいた

任意後見契約に従って、任意後見人が本人を援助する制度です。家庭裁判

所が任意後見監督人を選任したときから、その契約の効力が生じます。 

  家庭裁判所により、後見人、保佐人、若しくは補助人、又は任意後見監督人が選任され

たときには、以下のような権限が成年後見人等に付与されることにより、成年被後見人等

の権利利益が守られることになります。 

【同意権】本人が行った法律行為に同意する権限です。成年後見人等の同意がない場合、そ

の行為は取り消すことができます。ただし、後見の場合には、日常生活に関する行為（日

用品の購入等）以外の行為に関する広範な同意権が付与されるのに比べ、保佐・補助類型

では、民法に定められた次の行為の全部または一部にしか同意権が付与されません。 

①元本を領収し、又は利用すること  ②借財又は保証をすること   

③不動産その他重要な財産に関する権利の得喪を目的とする行為をすること   

④訴訟行為をすること  ⑤贈与、和解又は仲裁合意をすること   

⑥相続の承認若しくは放棄又は遺産の分割をすること   

⑦贈与の申込みを拒絶し、遺贈を放棄し、負担付贈与の申込みを承諾し、又は負担付遺贈を承認すること   

⑧新築、改築、増築又は大修繕をすること   

⑨（民法）第六百二条に定める期間を超える賃貸借をすること   

【代理権】 本人の代理として、成年後見人等が契約等の行為をする権限です。成年後見人

等がした行為は、本人がした行為として扱われますが、後見の場合には財産に関する全て

の法律行為を代理できるのに比べ、保佐・補助類型の場合は、家庭裁判所が申立ての際に

認めた特定の行為で、本人の同意がある場合のみ代理できるという違いがあります。 
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（２）成年後見制度の利用に関して相談したいときの窓口 

  芦屋町では、成年後見制度を利用している人やこれから利用を考えている人が、成年後

見制度に関する相談等を行う窓口の設置を含め、成年後見制度利用促進のための中核機関

業務を、「北九州成年後見センターみると」に委託しています。芦屋町の住民の方であれ

ば、基本的に無料で相談をすることができます。（個別の手続き等を依頼する場合は、本

人負担が生じる場合があります。） 

  相談内容としては、一般的な成年後見制度の説明から、実際に利用を考えている場合の

手続き方法等、また、現に制度を利用している本人や成年被後見人等からの相談まで、幅

広く対応します。芦屋町内他での出張相談会も開催しています。 

  また、芦屋町地域包括支援センターでは、成年後見制度の利用相談も含め、高齢者の総

合相談窓口として、生活全般に係る相談を受付けています。 

  その他、各種団体・機関が設置する相談窓口も以下に記載します。（相談内容によって

は費用負担が生じる場合もあります。詳細は各窓口に直接お問い合わせください。） 

成 年 後 見 制 度 の 相 談 窓 口 

名             称 電話番号 

北九州成年後見センター みると  

○北九州市戸畑区汐井町１－６ ウェルとばた３Ｆ 
093-884-0501 

芦屋町地域包括支援センター 

○遠賀郡芦屋町幸町２－２０ 芦屋町役場１Ｆ（福祉課内） 

093-223-3581 

（FAX 093-222-2010） 

福岡家庭裁判所小倉支部 

○北九州市小倉北区金田１－４－１  
093-561-3431 

成年後見センターリーガル・サポート福岡支部（福岡県司法書士会） 

○福岡市中央区舞鶴３－２－２３ 司法書士会館内 
092-738-1666 

高齢者・障害者総合支援センター「あいゆう」（福岡県弁護士会） 

○福岡市中央区渡辺通５－１４－１２ 南天神ビル２Ｆ 
092-724-7709 

ぱあとなあ福岡（福岡県社会福祉士会） 

○福岡市博多区博多駅前３－９－１２ アイビーコートⅢビル５Ｆ 
092-483-2941 

社労士成年後見センター福岡（福岡県社会保険労務士会） 

○福岡市博多区博多駅東２－５－２８ 博多偕成ビル３F 
092-414-8775 

成年後見支援センター（九州北部税理士会） 

○福岡市博多区博多駅南１－１３－２１ 九州北部税理士会館 2Ｆ 
092-433-2366 

コスモス成年後見サポートセンター福岡県支部（福岡県行政書士会） 

○福岡市博多区東公園 2－31 福岡県行政書士会内 
092-641-2501 
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（３）成年後見制度の周辺制度など 

①日常生活自立支援事業 

  成年後見制度と類似する制度に、日常生活自立支援事業があります。この事業は、都

道府県社会福祉協議会が実施主体となり、利用者と市町村の社会福祉協議会が契約を締

結し、金銭管理等に不安がある利用者の日常生活に必要な金銭や通帳の管理等を、市町

村の社会福祉協議会が行います。 

契約に基づき、判断能力が不十分な人の意思決定を支援する制度として、家庭裁判所

の審判等を必要としない分、成年後見制度と比較して利用し易い制度となっています。 

  ただし、成年後見制度が、日常的な金銭に留まらないすべての財産管理や福祉施設の

入退所など、生活全般の支援（身上監護）に関する契約等の法律行為を援助することが

できるのに対し、日常生活自立支援事業では、福祉サービスの利用援助や日常的な金銭

等の管理に限定されるという違いがあります。 

  日常生活自立支援事業の利用についての相談受付・対応は、上記のとおり市町村の社

会福祉協議会が行っており、芦屋町では以下の窓口で受付けしています。 

 ○社会福祉法人 芦屋町社会福祉協議会（芦屋町緑ヶ丘４－２２） 

  電話：093-222-2866  FAX：093-222-3713 

 

②後見制度支援信託 

  後見制度支援信託は、後見制度による支援を受ける方の財産のうち，日常的な支払を

するのに必要十分な金銭を預貯金等として後見人が管理し、通常使用しない金銭を信託

銀行等に信託する仕組みのことです。成年後見と未成年後見において利用することがで

きます※注。信託財産は、元本が保証され、預金保険制度の保護対象にもなります。後

見制度支援信託を利用すると、信託財産を払い戻したり、信託契約を解約したりするに

はあらかじめ家庭裁判所が発行する指示書を必要とします。 

このように、後見制度支援信託は，本人の財産の適切な管理・利用のための方法の一

つです。財産を信託する信託銀行等や信託財産の額などについては、原則として弁護

士、司法書士等の専門職後見人が本人に代わって決めた上、家庭裁判所の指示を受け

て、信託銀行等との間で信託契約を締結します。 

※注）保佐、補助及び任意後見では利用できません。
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最高裁判所作成資料「後見制度において利用する信託の概要」より抜粋    

 

 

コラム：判断能力が不十分な人の預貯金の引き出し 

  金融機関口座からの預貯金の引き出しは、原則的に本人または委任を受けた代理人が

行わなければならないとされており、施設等に入所している認知症高齢者等の判断能力

が不十分な人の預貯金の引き出しを家族等が行おうとした際に、金融機関に断られると

いった事例が多く発生しています。 

  このような金融機関の対応は、本人の財産の保全という見地からすれば正当なものと

言えますが、他方、本人の医療・介護費用等に必要なお金の引き出しも出来なくなるな

ど、本人にとって不利益な事態が生じる可能性もあります。 

  金融庁は、このような現状に関して、本人のために使われる預貯金の引き出しについ

ては柔軟な対応が取られるよう、指針の作成などを業界団体に求める意向を示していま

す。このような流れは、超高齢社会を迎えている日本の現状に沿うものです。 

  ただし、成年後見制度を利用している人であれば、成年後見人等の権限で本人の為の

預貯金の引き出しが可能となることから、継続的に本人のための預貯金の引き出し等が

必要な場合は、成年後見制度の利用を検討する必要があります。 
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３ 計画の位置付け 

（１）法的位置付け 

芦屋町成年後見制度利用促進計画は、成年後見制度の利用の促進に関する法律第 14 条

第 1 項の規定に基づき、政府が策定した成年後見制度利用促進基本計画を勘案しながら、

芦屋町における成年後見制度の利用促進に向けた取組みの方向性を明らかにするために

策定するものです。 

 

 
 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、成年後見制度の利用の促進に関する施策に関

し、国との連携を図りつつ、自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定

し、及び実施する責務を有する。  
 

（市町村の講ずる措置） 

第十四条 市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域における

成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるとと

もに、成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるも

のとする。 

２ 市町村は、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関して、基本的な事項

を調査審議させる等のため、当該市町村の条例で定めるところにより、審議会その他の合

議制の機関を置くよう努めるものとする。 

 
 

 

 
 

３ 成年後見制度の利用の促進に向けて総合的かつ計画的に講ずべき施策 
⇒（４）制度の利用促進に向けて取り組むべきその他の事項 

⇒③市町村による成年後見制度利用促進基本計画（市町村計画）の策定 

○ 促進法第２３条第１項において、市町村は、国の基本計画を勘案して、当該市町村の区域

における成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村

計画」という。）を定めるよう努めるものとされている。 

○ 市町村計画を定めるに当たっては、以下の点につき、具体的に盛り込むことが望ましい。 

・ （省略）地域連携ネットワークの三つの役割を各地域において効果的に実現させる観点か

ら、具体的な施策等を定めるものであること。 

・ （省略）チームや協議会等といった地域連携ネットワークの基本的仕組みを具体化させる

ものであること。 

・ （省略）地域連携ネットワーク及び中核機関の設置・運営、並びにそれらの機能の段階

的・計画的整備について定めるものであること。 

・ 既存の地域福祉・地域包括ケア・司法のネットワークといった地域資源の活用や、地域福

祉計画など既存の施策との横断的・有機的連携に配慮した内容とすること。 

・ 成年後見制度の利用に関する助成制度の在り方についても盛り込むこと。 

  

成年後見制度の利用の促進に関する法律 抜粋 （平成 28 年５月 13 日施行） 

成年後見制度利用促進基本計画（政府） 抜粋 （平成 2９年３月 24 日閣議決定） 
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（２）芦屋町における計画の位置付け 

芦屋町成年後見制度利用促進計画は、芦屋町地域福祉計画を上位計画とし、芦屋町高齢

者福祉計画、芦屋町障害者計画及び芦屋町障害福祉計画と整合を図りながら、芦屋町にお

いて、成年後見制度を必要とする人の利用が促進されるよう、町の現状や課題を整理する

とともに、町として取り組む施策等を明らかにするものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

４ 計画の期間 

本計画の計画期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間とします。計画期間満了

後、改訂を行う場合においては、その時点の社会情勢等を考慮し、改めて位置付けを検討

するものとします。 

また、経済、社会、地域の状況が大きく変化した場合には、計画期間途中においても、

必要に応じて見直しを行うものとします。 

 
令和２年 

（2020） 

令和３年 

（2021） 

令和４年 

（2022） 

令和５年 

（2023） 

令和６年 

（2024） 

令和７年 

（2025） 

令和８年 

（2026） 

第 1 次 計画策定 計画期間    

第 2 次    計画策定 計画期間（未定） 

  

芦屋町地域福祉計画 

芦
屋
町
高
齢
者
福
祉
計
画 

芦
屋
町
障
害
者
計
画
・ 

障
害
福
祉
計
画 

芦
屋
町
成
年
後
見
制
度
利
用
促
進
計
画 

整合 整合 
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5 計画の策定体制 

（１）芦屋町地域福祉計画推進委員会 

地域福祉計画を所管し、高齢者福祉及び障がい者福祉の分野の関係者の他、学識経験

者、住民の代表などから構成される「芦屋町地域福祉計画推進委員会」において、慎重

な協議を重ね、本計画を策定しました。 

 

（２）芦屋町地域包括ケア推進委員会 

   高齢者福祉計画を所管する「芦屋町地域包括ケア推進委員会」において、計画素案の

報告を行い、高齢者福祉の視点からの、成年後見制度の利用促進に係る意見聴取を行い

ました。 

 

（３）芦屋町障害福祉計画推進委員会 

   障害者計画及び障害福祉計画を所管する「芦屋町障害福祉計画推進委員会」において、

計画素案の報告を行い、障がい者福祉の視点からの、成年後見制度の利用促進に係る意

見聴取を行いました。 

 

（４）パブリックコメントの実施 

芦屋町では、町政に関する基本的な事項を定める計画などの素案に対し、町民が意見

を提出できるようにすることで協働によるまちづくりの実現を図るため、パブリックコ

メント制度を導入しています。 

本素案をパブリックコメントの手続きにより公表し、令和○年○○月○○日から令和

○年○○月○○日まで意見の募集を実施しました。 
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第２章 成年後見制度と町の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 成年後見制度と町の現状 
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第２章 成年後見制度と町の現状 
 

第２章 成年後見制度と町の現状 

１ 人口・世帯の状況 

（１）人口の推移 

国勢調査結果でみると、芦屋町の人口は減少を続けており、平成 2 年の 17,398 人

から平成 27 年には 14,208 人となっています。 

年齢３区分別人口では、年少人口、生産年齢人口が減少傾向で推移しているのに対

し、老年人口は増加を続けており、少子高齢化が進行しています。 

また、平成 27 年度の高齢化率は 28.9%となっており、これは国の 26.3%、福岡

県の 25.9%より高い数字となっています。 

 
出典：国勢調査 合計人口には年齢不詳者を含む  

 

 
出典：国勢調査  
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第２章 成年後見制度と町の現状 

（２）出生・死亡・転入・転出人口の推移 

出生人口は、平成 7 年以降年々減少し、平成 27 年には 102 人となっています。 

死亡人口は、平成 2 年の 112 人から増加し、平成 27 年には 161 人となっていま

す。 

人口の自然増減（出生人口—死亡人口）の推移をみると、平成 17 年までは出生人

口の方が死亡人口を上回っていましたが、平成 22 年以降は逆転しています。 

 

出典：国勢調査  

 

転入人口、転出人口ともに、ほぼ減少傾向で推移し、平成 27 年には転入人口 984

人、転出人口 1,177 人となっています。 

人口の社会増減（転入人口－転出人口）の推移をみると、転出人口が転入人口を上回

る状態が続いています。 

 

出典：国勢調査  
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1,519 1,447 

1,105 
984 

1,881

1,609 1,519 1,568

1,311
1,177

500
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第２章 成年後見制度と町の現状 

（３）世帯構成の推移 

世帯数の状況は、平成 2 年から平成 17 年まで増加傾向で推移していましたが、平

成 22 年以降減少傾向に転じています。 

世帯構成ではひとり暮らし世帯が増加傾向にあり、平成 27 年のひとり暮らし世帯

は 1,643 世帯となっています。 

 

出典：国勢調査 

 

高齢者世帯については、高齢者がいる核家族、高齢者夫婦のみ、高齢者ひとり暮ら

し、全てにおいて年々増加傾向で推移しており、平成 27 年には、高齢者夫婦のみ世

帯 782 世帯、高齢者ひとり暮らし世帯 877 世帯となっています。 

 
出典：国勢調査 
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第２章 成年後見制度と町の現状 

２ 高齢者・障がいのある人の状況 

（１）介護保険要介護・要支援認定者の状況 

介護保険の要介護・要支援認定者数は、平成 27 年度から令和元年度まで、毎年多

少の増減はありますが、ほぼ横ばいの状況となっています。 

令和元年度については、要支援者が 35.1％、要介護１の認定者が 21.2％で、これ

ら軽度者が、全体の 56.4％を占めており、19.3％が要介護４・５の重度者となって

います。 

 
出典：福岡県介護保険広域連合 各年度 9 月 30 日現在 

（２）認知症高齢者の将来推計 

厚生労働省が発表している認知症有病率の将来推計によると、令和７年に高齢者の

５人に１人が認知症（軽度から重度を含む。ＭＣＩ（軽度認知障害）は含まない。）を

発症すると予測されており、芦屋町でも同様の状況になると予測されます。 

 

出典：厚生労働省 
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872 883 851 852 871 

（人） 

-16-



 

 

第２章 成年後見制度と町の現状 

芦屋町の将来人口推計によれば、令和 7 年の町の高齢者人口は、約 4,300 人と予測され

ていますが、国の推計と同様、5 人に１人が認知症であるとすれば、860 人ほどの人

が何らかの認知症であることになります。 

同年の町全体の人口推計が、13,900 人であることから、町の全人口の 16 人に 1

人は認知症の症状を有する人となり、成年後見制度の潜在的な利用者は、増加傾向に

あると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：芦屋町人口ビジョン（平成 28年３月） 

 

（３）障がいのある人の状況 

障害者手帳所持者を全体でみると、平成 27 年度以降、身体障害者手帳所持者数が

減少し、療育手帳所持者数が横ばいで推移していますが、精神障害者保健福祉手帳所

持者数については平成 27 年度から令和元年度の 5 年間で約 1.5 倍に増加しており、

成年後見制度の潜在的な利用者は、増加傾向にあると考えられます。 

 

出典：芦屋町（福祉課） 各年度 3 月 31 日現在 

平成 7  12  17   23   28  令和 2    7    12     17     23     28 
 2035 2040  2045  2050  2055 2060 

（人） 

（人） 

834 823 828 812 816 
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第２章 成年後見制度と町の現状 

３ 成年後見制度の利用状況 

（１）全国の状況 

最高裁判所が公表している資料によると、令和元年の成年後見関係事件（後見開始、

保佐開始、補助開始及び任意後見監督人 選任事件）の申立件数は合計で３５,９５９件

（前年（平成 30 年）は３６,５４９件）と、対前年比約１．６％の減少となっており、

過去 5 年間で見ても毎年３５,０００件前後で推移しています。 

一方、成年後見制度の過去５年間の利用者数の推移をみると、全ての類型で増加し

ており、毎年、利用者が増加していることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

出典：最高裁判所事務総局家庭局〔成年後見関係事件の概況-平成 31 年 1 月～令和元年 12 月-〕 
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第２章 成年後見制度と町の現状 

（２）芦屋町の状況 

  ①成年後見制度の利用状況 

福岡家庭裁判所小倉支部提供の資料によると、令和２年６月末時点の芦屋町におけ

る成年後見制度の利用者は 17 人となっています。 

これを類型別にみると、成年後見が 13 件、保佐及び補助がそれぞれ 2 件ずつとな

っており、全国の状況と同じく後見類型が最も多くなっています。 

また、年齢別の状況でみると、60 歳以上の利用者が全体の 7 割を占めており、高

齢化の進展により認知症高齢者が増加しているとみられる現状に合致する結果となっ

ています。 

なお、被成年後見人等について、後見開始等の審判を申立てる親族等がいない場合

に、居住地の市町村長が申立人となり、審判開始の申立てを行う「首長申立て」につい

て、芦屋町では実績がなく、また、資力に乏しい被成年後見人等に代わって、町が成年

後見人等に報酬を支払う「成年後見制度利用支援事業」の利用実績もありません。 

 

○芦屋町における類型別成年後見制度利用者数 

 

 

 

 

 

○芦屋町における年代別成年後見制度利用者数 

 

 

 

 

※本項目の数値は、全て福岡家庭裁判所小倉支部提供資料による。（令和 2 年 6 月末時点） 

 

  ②相談受付の状況 

芦屋町地域包括支援センターが受付けた相談のうち、成年後見制度に関連する相談

件数は、平成 30 年度が５件、令和元年度が４件（いずれも延べ相談件数）となってお

り、ここ数年、著明な増減傾向は見られませんが、毎年、一定数の相談が寄せられてい

ることから、潜在的な制度の利用ニーズがあるものと考えられます。 

 

○芦屋町地域包括支援センターにおける成年後見制度の利用に関する相談件数 

 

 

 

成年後見 保佐 補助 任意後見 合計 

13 人 2 人 2 人 0 人 17 人 

90 代 80 代 70 代 60 代 50 代 40 代 30 代 20 代 合計 

5 人 3 人 2 人 2 人 2 人 1 人 1 人 0 人 17 人 

平成 30 年度 令和元年度 

5 件 ４件 
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第３章 成年後見制度の利用促進に取り組む上での課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 成年後見制度の利用促進に取り組む 

上での課題 
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第３章 成年後見制度の利用を促進する上での課題 

第３章 成年後見制度の利用促進に取り組む上での課題 

１ 高齢者アンケート調査から見た課題 

（１）調査概要 

① 調査目的 

本調査は、「第８期芦屋町高齢者福祉計画」を策定するにあたり、高齢者福祉推進についての

住民の意識や意向を把握し、今後の福祉施策を展開するための基礎資料とするために実施しま

した。 

 

② 調査の概要 

○ 調査対象者 芦屋町にお住いの 65 歳以上の方の中から 1,500 人を無作為抽出 

（※住民基本台帳令和２年１月１日現在） 

○ 調査方法  郵送による配布、回収調査 

○ 調査期間  令和 2 年 3 月 13 日～27 日 

 

③ 回収結果 

調査対象者数 回収数 回収率 

1,500 794 52.9% 

 

④集計上の注意 

○ 端数処理の関係上、構成比（％）の計が 100％とならないことがあります。 

○ 図表の構成比（％）は小数第 2 位以下を四捨五入したものです。 

○ 複数回答の設問は、全ての構成比（％）を合計すると 100％を超える場合があります。 

○ 図中の"n="は、各設問の対象者数を表しています。 

○ 表の上段は構成比、下段は回答数を表しています。 
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第３章 成年後見制度の利用促進に取り組む上での課題 

（２）調査結果 

１．将来の生活で不安に感じること ※複 

「自分の健康や病気、また、それらにより将来介護を必要とする状態になること」が

67.4％で最も多く、次いで「家族の健康や病気、また、それらにより将来介護を必要と

する状態になること」44.8％、「地震や風水害など災害時の対応のこと」28.6％の順と

なっています。 

平成 29 年調査と比較すると「頼れる人がいなくなったときのこと」「家族の健康や病

気、また、それらにより将来介護を必要とする状態になること」などが増加し、「社会の

仕組み（法律、税、社会保障）が大きく変わること」「生活費や老後の蓄えなど」などが

減少しています。 

 
将来の生活で不安に感じることを性別でみると、ほとんどの項目で「女性」より「男

性」の方が不安に感じる割合が多くなっています。 
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100.0 16.7 16.7 6.7 10.0 0.0 3.3 3.3 10.0 3.3 10.0 0.0 0.0

30 5 5 2 3 0 1 1 3 1 3 0 0
無回答

性

別

男性

女性
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第３章 成年後見制度の利用を促進する上での課題 

２．成年後見制度の認知度 

「言葉だけは知っている」が 35.6％で最も多く、次いで「ある程度知っている」26.3％、

「知らない」23.3％の順となっています。 

平成 29 年調査と比較すると「言葉だけは知っている」などが増加し、「ある程度知っ

ている」「知らない」が減少しています。 

 

 

成年後見制度の認知度を性別でみると、「よく知っている」「ある程度知っている」で

「男性」、「言葉だけは知っている」「知らない」で「女性」が多くなっています。 

年齢別では、「言葉だけは知っている」で「65～69 歳」、「知らない」で「85 歳以

上」が多くなっています。 

 

 

  

7.8

7.5

26.3

29.6

35.6

31.4

23.3

26.5

6.9

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和2年

（n=794）

平成29年

（n=1,005）

よく知っている ある程度知っている 言葉だけは知っている 知らない 無回答

属性 区分 全体 よ

く

知
っ

て

い

る

あ

る

程

度

知
っ

て

い

る

言

葉

だ

け

は

知
っ

て

い

る

知

ら

な

い

無

回

答

100.0 9.0 29.7 35.0 21.1 5.3

323 29 96 113 68 17

100.0 7.3 23.8 37.0 24.5 7.5

441 32 105 163 108 33

100.0 3.3 26.7 23.3 30.0 16.7

30 1 8 7 9 5

100.0 9.3 25.0 41.2 21.1 3.4

204 19 51 84 43 7

100.0 3.9 33.5 37.4 21.3 3.9

155 6 52 58 33 6

100.0 11.0 20.9 39.0 19.2 9.9

182 20 38 71 35 18

100.0 5.3 29.3 30.7 26.0 8.7

150 8 44 46 39 13

100.0 11.4 24.1 24.1 31.6 8.9

79 9 19 19 25 7

100.0 0.0 20.8 20.8 41.7 16.7

24 0 5 5 10 4

85歳以上

無回答

75～79歳
年

齢

65～69歳

70～74歳

80～84歳

無回答

性

別

男性

女性

-23-



 

 

第３章 成年後見制度の利用促進に取り組む上での課題 

３．成年後見制度の利用促進を行う場合、最も効果的だと思う取り組み 

「広報紙などを通じた住民全体への制度の周知」が 31.6％で最も多く、次いで「わか

らない」28.5％、「相談会の開催などによる、制度の利用を検討している人への個別支

援」14.5％の順となっています。 

 

 

成年後見制度の認知度を性別でみると、「広報紙などを通じた住民全体への制度の周

知」で「男性」、「相談会の開催などによる、制度の利用を検討している人への個別支

援」で「女性」が多くなっています。 

年齢別では、「広報紙などを通じた住民全体への制度の周知」で「70～74 歳」、「相

談会の開催などによる、制度の利用を検討している人への個別支援」で「65～69

歳」が多くなっています。 

 

  

31.6 5.9 14.5 4.5 4.3 28.5 0.4 10.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=794

広報紙などを通じた住民全体への制度の周知
専門職による講演会などを通じた住民への啓発
相談会の開催などによる、制度の利用を検討している人への個別支援
裁判所への申立費用や後見人への報酬支払い等に関する金銭面での支援
後見人の支援のための関係機関ネットワークなどの体制づくり
わからない
その他
無回答

属性 区分 全体

広

報

紙

な

ど

を

通

じ

た

住

民

全

体

へ

の

制

度

の

周

知

専

門

職

に

よ

る

講

演

会

な

ど

を

通

じ

た

住

民

へ

の

啓

発

相

談

会

の

開

催

な

ど

に

よ

る
、

制

度

の

利

用

を

検

討

し

て

い

る

人

へ

の

個

別

支

援

裁

判

所

へ

の

申

立

費

用

や

後

見

人

へ

の

報

酬

支

払

い

等

に

関

す

る

金

銭

面

で

の

支

援

後

見

人

の

支

援

の

た

め

の

関

係

機

関

ネ
ッ

ト

ワ
ー

ク

な

ど

の

体

制

づ

く

り

わ

か

ら

な

い

そ

の

他

無

回

答

100.0 35.0 8.0 17.3 4.0 4.3 23.2 0.3 7.7

323 113 26 56 13 14 75 1 25

100.0 29.9 4.5 12.9 4.5 3.6 32.2 0.5 11.8

441 132 20 57 20 16 142 2 52

100.0 20.0 3.3 6.7 10.0 13.3 30.0 0.0 16.7

30 6 1 2 3 4 9 0 5

100.0 29.4 5.9 25.5 4.9 5.4 25.5 0.0 3.4

204 60 12 52 10 11 52 0 7

100.0 38.1 5.8 15.5 5.8 2.6 25.8 1.9 4.5

155 59 9 24 9 4 40 3 7

100.0 33.0 6.0 8.2 3.8 1.6 29.7 0.0 17.6

182 60 11 15 7 3 54 0 32

100.0 26.0 4.7 10.0 2.7 8.0 33.3 0.0 15.3

150 39 7 15 4 12 50 0 23

100.0 35.4 7.6 8.9 6.3 2.5 26.6 0.0 12.7

79 28 6 7 5 2 21 0 10

100.0 20.8 8.3 8.3 4.2 8.3 37.5 0.0 12.5

24 5 2 2 1 2 9 0 3
無回答

85歳以上

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

年

齢

無回答

性

別

男性

女性

-24-



 

 

第３章 成年後見制度の利用を促進する上での課題 

２ 障がい者アンケート調査から見た課題 

（１）調査概要 

① 調査目的 

本調査は平成 29 年度に策定した「芦屋町障害者計画・芦屋町障害福祉計画」の基礎資料と

するため、障がい者（児）の日常生活の状況や、福祉施策に対する考え方等を把握するために

実施しました。 

 

② 調査の概要 

○ 調査対象者 身体障害者手帳または療育手帳所持者（児）及び 

精神障害者保健福祉手帳所持者、又は自立支援医療利用者 

○ 調査方法  郵送による配布、回収調査 

○ 調査期間  平成２９年２月１５日～２月２８日 

 

③ 回収結果 

調査対象者数 回収数 回収率 

900 502 55.8％ 

 

④集計上の注意 

○ 端数処理の関係上、構成比（％）の計が 100％とならないことがあります。 

○ 図表の構成比（％）は小数第 2 位以下を四捨五入したものです。 

○ 複数回答の設問は、全ての構成比（％）を合計すると 100％を超える場合があります。 

○ 図中の"Ｎ="は、各設問の回答者数を表しています。 
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第３章 成年後見制度の利用促進に取り組む上での課題 

（２）調査結果 

１．同居者の状況 

《全体》 

★ 同居者の状況を集約すると、回答者の 7 割強が「家族と同居」（72.9％）しており、「一人
暮らし」は 16.7％となっている。 

《身体・知的障がい》 

★ 障がい区分別にみると、低年齢層の多い知的障がい者及び身体・知的重複障がい者では、「父
親」、「母親」、「兄弟姉妹」の割合が高くなっている。同居者の状況を集約すると、身体障が
い者では、「一人暮らし」（18.9％）の割合が、他に比べて高い。 

★ 年齢別にみると、「一人暮らし」の割合は 65 歳以上の年齢層で高くなっている。また「入
院・入所中」の割合は 75 歳以上（13.1％）で高くなっている。 

《精神障がい》 
★ 「家族と同居」（79.0％）が 8 割弱を占めており、内訳では「母親」（35.8％）が最も多く、

次いで「配偶者（夫・妻）」（30.9％）、「父親」（25.9％）、「子ども」（23.5％）となってい
る。また、「一人暮らし」は 17.3％である。 

★ 年齢別にみると、50 歳代以上で「一人暮らし」の割合が高くなっている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【同居者の状況】 

 

16.7

18.9

3.6

10.7

17.3

72.9

69.2

92.9

85.7

79.0

7.6

9.0

3.6

3.6

2.5

2.8

3.0

0.0

0.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（Ｎ=502）

身体

（Ｎ=334）

知的

（Ｎ=28）

重複

（Ｎ=28）

精神

（Ｎ=81）

一人暮らし 家族と同居

入院・入所中 無回答
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第３章 成年後見制度の利用を促進する上での課題 

２．主な介助者 

《身体・知的障がい》 

★ 主な介助者では、「配偶者（夫、妻）」（29.5％）が最も多く、次いで「介助は必要ない」（22.6％）
となっている。 

★ 障がい区分別にみると、身体障がい者では他に比べて「配偶者（夫、妻）」（32.6％）の割
合が高く、若年層が多い知的障がい者や身体・知的重複障がい者では「親」（知的：67.9％、
重複：46.4％）の割合が高い。 

★ 同居の状況別にみると、一人暮らしの人の 24.3％は「介助者はいない」と回答している。 

《精神障がい》 
★ 「世話をしてもらう必要がない」（46.9％）が半数近くを占めて最も多く、具体的な介助者

では「親」（11.1％）が最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【身体・知的障がい】 

 

【精神障がい】 

 

8.6 11.1

1.2

2.5

1.2
1.2

6.2 6.2

1.2

46.9 13.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（Ｎ=81）

配偶者（夫、妻）

親

子ども（子どもの配偶者を含む）

兄弟・姉妹

その他の家族

友人・知人

ボランティア

サービス事業者

グループホーム・福祉施設、病院の職員

その他

必要だが世話をしてくれる人がいない

世話をしてもらう必要がない

無回答

29.5

32.6

3.6

21.4

10.5

3.0

67.9

46.4

8.8

9.9

7.1

1.2

1.2

3.6

0.7

0.9

0.5

0.6

5.2

5.1

3.6

7.1

10.0

10.2

3.6

7.1

0.7

0.9

5.9

7.2

3.6

22.6

24.0

14.3

7.1

4.5

4.5

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（Ｎ=421）

身体

（Ｎ=334）

知的

（Ｎ=28）

重複

（Ｎ=28）

配偶者（夫、妻） 親

子ども（子どもの配偶者を含む） 兄弟・姉妹

その他の家族 友人・知人

ボランティア ホームヘルパー

医療機関、施設の職員 その他

介助者はいない 介助は必要ない

無回答
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第３章 成年後見制度の利用促進に取り組む上での課題 

３．生活上の困りごと、不安・悩み 

★ 生活上の困りごと、不安・悩みでは、「障がいや健康上の心配、悩み」（40.6％）が最も多
く、次いで「経済的な不安」（33.3％）、「将来の生活が不安」（16.2％）、「身辺の世話がか
かる」（10.5％）となっている。 

★ 障がい区分別にみると、知的障がい者や身体・知的重複障がい者は、身体障がい者に比べて
「将来の生活が不安｣の割合が高くなっている（知的：57.1％、重複：50.0％）。このほか、
知的障がい者では「身辺の世話がかかる」（21.4％）、「通所・入所施設に関する不満、悩み」
「財産の管理が心配」（いずれも 17.9％）、「学校生活や進学に関する不満、悩み」（10.7％）
等の割合が高くなっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【身体・知的障がい】 

 
40.6

33.3

16.2

10.5

9.7

9.0

6.7

4.3

3.8

45.5

33.5

10.5

9.9

9.9

9.3

7.8

5.4

3.3

21.4

32.1

57.1

21.4

14.3

10.7

0.0

0.0

10.7

17.9

25.0

50.0

7.1

14.3

10.7

7.1

0.0

7.1

0% 20% 40% 60% 80%

障がいや健康上

の心配、悩み

経済的な不安

将来の生活が不安

身辺の世話がかかる

通院、通勤、

通学が困難

住まいの不満、悩み

生きがいを

見いだせない

家庭内の問題

友達がいない

3.1

2.6

2.4

1.9

1.0

1.0

2.6

26.1

5.5

1.8

1.5

2.1

1.2

0.3

0.9

3.0

26.9

4.8

17.9

17.9

3.6

7.1

10.7

0.0

3.6

17.9

3.6

7.1

3.6

3.6

0.0

0.0

3.6

0.0

25.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

財産の管理が心配

通所・入所施設に

関する不満、悩み

仕事の不満または

働く場がない

結婚問題の

不安、悩み

学校生活や進学に

関する不満、悩み

周囲の人の

理解がない

その他

特にない

無回答

全体

（Ｎ=421）

身体

（Ｎ=334）

知的

（Ｎ=28）

重複

（Ｎ=28）
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第３章 成年後見制度の利用を促進する上での課題 

《精神障がい》 
★ 「経済的な不安」（54.3％）が最も多く、次いで「障がいや健康上の心配、悩み」（46.9％）、

「将来の生活が不安」（38.3％）、「生きがいを見いだせない」（29.6％）、「家庭内の問題」
（13.6％）となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【精神障がい】 

 

54.3

46.9

38.3

29.6

13.6

12.3

12.3

11.1

9.9

9.9

7.4

7.4

4.9

2.5

2.5

4.9

13.6

9.9

0% 20% 40% 60% 80%

経済的な不安

障がいや健康上の心配、悩み

将来の生活が不安

生きがいを見いだせない

家庭内の問題

仕事の不満または働く場がない

周囲の人の理解がない

友達がいない

住まいの不満、悩み

結婚問題の不安、悩み

通院・入院先に関する不満、悩み

身辺の世話がかかる

財産の管理が心配

学校生活や進学に関する不満、悩み

通院、通勤、通学が困難

その他

特にない

無回答

全体

（Ｎ=81）
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第３章 成年後見制度の利用促進に取り組む上での課題 

３ 課題のまとめ 

（１）町の現状から見える課題 

芦屋町では、少子高齢化の進行や単身世帯の増加により、これまでの日本社会のよう

に、家族内でお互いを支え合うことが難しくなる世帯が増加することが予想されます。 

また、成年後見制度を利用することで、本人の自立した生活の支えになることが多い

と考えられる認知症の人や精神障がい者は増加傾向にあり、知的障がい者もほぼ横ばい

で推移しています。 

これらのことから、芦屋町において、成年後見制度の適切な利用がＱＯＬ（生活の

質）の向上につながると考えられる住民は、今後増加する傾向にあると考えられるた

め、成年後見制度の利用の促進に関する法律や国の基本計画に基づき、成年後見制度の

利用促進に取り組むことは、芦屋町にとって必要なことであると言えます。 

 

（２）高齢者アンケート調査結果から見える課題 

将来の不安のなかで、「頼れる人がいなくなったときのこと」や「財産管理や相続の

こと」を挙げる人がここ数年増加しており、これらの不安を抱える人にとって、成年後

見制度は大いに支えとなることが期待できます。 

  一方で、成年後見制度の認知度については、「よく知っている」「ある程度知ってい

る」を足しても、全体の３分の１程度にとどまっており、成年後見制度の運用開始から

２０年近く経過しているにもかかわらず、理解が進んでいない現状が見受けられます。 

  そのような中で、成年後見制度の利用促進に向けた取組みとして町に期待する事で

は、「広報紙などを通じた住民全体への制度の周知」が最も多く回答されており、町と

して、制度の周知に取り組む必要性があると言えます。 

 

（３）障がい者アンケート調査結果から見える課題 

主な介助者に「親」を選んだ人の割合をみると、知的障がい者では 67.9％、身体・

知的重複障がい者では 46.4％、精神障がい者では 11.1％となっており、親の高齢化

等に備えて、将来的な介助者の確保が必要と考えられます。  

また、生活上の困りごと、不安・悩みを問う設問では、「将来の生活が不安」を選択

した人が、知的障がい者や身体・知的重複障がい者で５割を超え、精神障がい者でも４

割近くにのぼっており、さらに、知的障がい者の 17.9％が「財産の管理が心配」と回

答していることから、本人の財産管理等まで含めた生活のサポートを、将来に向けて継

続的に行える仕組みが必要と考えられます。  

 このアンケート結果から、障がいのある人のなかでも、特に、知的障がい者、身体・

知的重複障がい者及び精神障がい者にとって、成年後見制度の利用が、不安や生活課題

の解消に向けた有効な手段となり得ると考えられます。 
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第４章 課題解決のための考え方 
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第４章 課題解決のための考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 課題解決のための考え方 
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第４章 課題解決のための考え方 
 

第４章 課題解決のための考え方 

１ 施策の方向性 

施策１ 成年後見制度に関する広報啓発 

前章で課題を検討する中で、住民の間で成年後見制度への理解が進んでいない現

状が見受けられました。 

成年後見制度の利用を促進するためには、住民が制度内容を適切に把握している

という前提が重要であることから、町として計画的に成年後見制度の利用促進に取

り組むにあたり、当面の最重点項目として、制度内容に関する広報啓発に取り組

み、制度の利用を必要とする人に十分な情報を届けられるようにします。 

   

施策２ 成年後見制度を取り巻く関係者間の協力の仕組みづくり 

成年被後見人等が自立した生活を行うためには、本人の力に加えて、成年後見人

等を含め、本人と直接的又は間接的に関係する人や機関（チーム）が互いに連携

し、必要な支援を検討して行く場が必要となります。 

このため、成年後見制度を利用する人が、制度のメリットを十分に享受できるよ

う、町として、本人を支える親族等の他、医療・介護・福祉等の関係者による協力

体制の構築に取組み、これら関係者とともに、制度を利用する上での障壁の解消に

向けて協働していきます。 

 

 施策３ 成年後見制度を利用する人を支える仕組みづくり 

成年後見制度の利用にあたっては、家庭裁判所への申立てが必要となりますが、

医師の診断書等の添付を必要とする申立て書類の作成が必要なことなどから、専門

職の支援を受けずに、全ての手続きを行うことは困難であると考えられます。 

また、場合によっては、申立てを行ってくれる人がいなかったり、資力が無い等

の理由により、制度を利用できない場合などが考えられます。 

これらの現状を踏まえ、家庭裁判所、関係機関や専門職まで含めた協力体制（地

域連携ネットワーク）を構築し、成年後見制度を利用している人や利用を検討して

いる人を支えられるような仕組みづくりが必要です。 

このため、「北九州成年後見センターみると」に委託して中核機関を設置し、一般

的な相談から個別具体的な制度の利用支援に至るまで、成年後見制度の利用促進の

ための仕組みを順次充実させていくことにより、様々なケースで成年後見制度の利

用が促進されるよう取り組みます。 
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第４章 課題解決のための考え方 

２ 施策の体系 

成年後見制度に関する広報啓発 

・広報誌やホームページを通じた情報の発信 

・制度周知のためのリーフレット等の作成 

・地域包括支援センター職員（社会福祉士）による地域

交流サロン等への訪問 

・遠賀郡内３町（芦屋町、岡垣町、遠賀町）共催の講演

会等の開催 

成年後見制度を取り巻く関係者間の 

協力の仕組みづくり 

・制度学習会の開催（民生・児童委員、ケアマネジャ

ー、相談支援専門員等の、成年被後見人等と接する機

会が多いと思われる関係者を対象とする。） 

・地域ケア会議、個別ケース会議の形式を活用した関係

者間の情報共有会議等の開催 

成年後見制度を利用する人を支える 

仕組みづくり 

・中核機関の設置（「北九州成年後見センターみると」

に業務委託） 

⇒制度利用に関する相談先の確保 

⇒成年後見人等への支援 

⇒市民後見人の育成について検討 

⇒利用者と成年後見人等とのマッチング機能等につい

て検討 

・遠賀郡内３町（芦屋町、岡垣町、遠賀町）持ち回りで

の出張相談会の開催 

・成年後見制度利用支援事業の実施 

⇒申立て手続きができない人への首長申立て 

⇒資力がない人への成年後見人等報酬の助成 

・社会福祉法人等による法人後見実施に関する検討 
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３ 具体的な取組 

（１）成年後見制度に関する広報啓発 

・広報誌やホームページを通じた情報の発信 

 ⇒成年後見制度の利用促進のため、制度周知や各種事業等を実施する場合の広報を確実

に行うことにより、成年後見制度に対する理解が住民の間に浸透するよう取り組みま

す。 

・制度周知のためのリーフレット等の作成 

⇒成年後見制度の概要と、利用手続きを分かりやすくまとめたリーフレット等を作成

し、各種研修会や地域交流サロン等、様々な機会を捉えて配布することにより、成年後

見制度の周知に努めます。 

・地域包括支援センター職員（社会福祉士）による地域交流サロン等への訪問 

⇒権利擁護業務等に携わる社会福祉士等の資格を有する職員等が、地域交流サロン等、

地域の住民が集う場への訪問を行い、制度の周知を行うとともに、各地域における課題

を抱える世帯等の掘り起こしを行うことにより、何らかの支援を要する人に対する早期

の成年後見制度の利用等の支援につなげます。 

・遠賀郡内３町（芦屋町、岡垣町、遠賀町）共催の講演会等の開催 

⇒成年後見制度への理解を深めるため、「北九州成年後見センターみると」に中核機関

を委託する遠賀郡内３町で協力し、制度への造詣が深い専門職の講師による講演会を毎

年１回開催することにより、成年後見制度に対する理解が住民の間に浸透するよう取り

組みます。 
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第４章 課題解決のための考え方 

 

（２）成年後見制度を取り巻く関係者間の協力の仕組みづくり 

・制度学習会の開催 

 ⇒成年後見制度を利用する人については、制度の利用開始前に、介護サービスや障がい

福祉サービス等、何らかの支援の提供を受けている人が多いと考えられます。 

このため、これらサービス等の提供に関して利用者と接する機会の多い、民生・児童

委員、ケアマネジャー、相談支援専門員等を対象とした成年後見制度に関する学習会を

開催することにより、成年後見制度の利用を必要とする人を早期に把握する体制の整備

に取り組みます。 

・地域ケア会議、個別ケース会議の形式を活用した関係者間の情報共有会議等の開催 

⇒国の成年後見制度利用促進基本計画では、成年後見制度の利用者本人を支える関係者

間の協力体制整備の一環として、関係者による話し合いの場である「協議会」の設置を

進めることとしています。 

 このため、町として、「協議会」としての機能を検討するにあたり、利用者本人に対

する必要な支援等を検討する既存の場である、「地域ケア会議（高齢分野）」や「個別ケ

ース会議（障がい分野）」の仕組みを活用し、必要に応じて成年後見制度に関する専門

職の参加等を推進することにより、利用者本人を支える関係者間の話し合いの場を確保

していきます。 
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第４章 課題解決のための考え方 

 

（３）成年後見制度を利用する人を支える仕組みづくり 

・中核機関の設置（「北九州成年後見センターみると」に業務委託） 

⇒芦屋町において成年後見制度の利用を促進するにあたって、町内の法律専門職等が限

られているということが、障壁となると考えられます。 

そこで、「北九州都市圏連携中枢都市圏ビジョン」にもとづく連携協約に基づき、北

九州市及び芦屋町、岡垣町、遠賀町による中核機関の共同利用という方法を採ることと

し、「北九州成年後見センターみると（以下、「みると」という。）」に、中核機関業務を

委託することとしました。 

「みると」は、法律専門職（弁護士・司法書士・税理士・行政書士）と福祉専門職

（社会福祉士）や老いを支える北九州家族の会がひとつになって、北九州市社会福祉協

議会と共に立ち上げた法人であり、法律専門職等が不足する芦屋町にとって、心強いパ

ートナーとなることが期待されます。 

○「みると」に委託して実施する中核機関業務 

Ⅰ 広報機能  

・「みると」派遣講師による芦屋町、岡垣町、遠賀町共催の講演会・勉強会等の開催 

・「みると」ホームページ等を活用した効果的な広報活動の展開         等 

 

Ⅱ 相談機能  

・専門職による住民からの相談対応（電話・面談等による。） 

・相談対応の為の関係機関（弁護士会、司法書士会、社会福祉士会、日本司法支援セン

ター（法テラス）、家庭裁判所、県の機関等）との連携・調整         等 

 

Ⅲ 成年後見制度利用促進機能  

・独力で申立てを行う親族後見人等への書類作成等の支援 

・町長申立て時の事務手続き支援                      等 

 

Ⅳ 後見人支援機能（モニタリング・バックアップ）  

・成年被後見人等を支えるチーム（成年後見人等及び本人に身近な親族、福祉・医 

療等の関係者）に対する相談対応等の支援 

・成年被後見人等の支援について協議する場（国が言う「協議会」）として開催される、

地域ケア会議、個別ケース会議等への参加及び助言等            等 

 

※受任者調整（マッチング）等の支援や市民後見人の育成等については、今後検討を行

っていきます。 
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・遠賀郡内３町（芦屋町、岡垣町、遠賀町）持ち回りでの出張相談会の開催 

⇒「みると」の所在地である北九州市戸畑区までの移動手段を確保できない等の理由で

利用できない人が生じる可能性もある事から、「みると」に中核機関業務を委託する３

町で、持ち回りによる出張相談会を実施します。 

 このことにより、芦屋町・岡垣町・遠賀町が、それぞれ年２回実施する出張相談会を

各町の住民が相互に利用できるようになり、「みると」への直接の相談が難しい場合で

も、２ヶ月に 1 回は郡内で成年後見制度の利用に関する相談ができる環境を整えます。 

 

・成年後見制度利用支援事業の実施 

⇒成年後見制度の利用が必要と考えられるにも関わらず、申立て手続きを行う人がいな

かったり、経済的な困窮により成年後見等への報酬支払いが困難であったりといった、

制度の利用を阻む要因となる事情を抱える人に対して、町として次の事業を実施するこ

とにより、制度の円滑な利用を促進します。 

①申立て手続きができない人への首長申立て 

   本人による申立てが困難であり、親族にも申立て手続きを行う人がいない等の事情

により、成年後見制度の利用が必要であるにも関わらず、その利用が出来ない人に対

し、「老人福祉法」や「知的障害者福祉法」、及び「精神保健及び精神障碍者福祉に関

する法律」等の法律に基づき、町長が家庭裁判所への申立て続きを行います。 

②資力がない人への成年後見人等報酬の助成 

   成年後見人等の選任がなされた場合において、家庭裁判所の判断により成年後見人

等への報酬支払いが必要となったものの、経済的事情より本人による報酬の支払いが

困難であると認められるときは、町が報酬の支払いに要する費用の助成を行います。 

 

・社会福祉法人等による法人後見実施に関する検討 

⇒長期にわたる成年後見制度の利用が必要と見込まれる場合等、「個人」による成年後見

人等としての支援に限界があるときに、社会福祉法人等の「法人」が成年後見人等とし

て選任されることにより、継続した支援が提供されることが期待されます。 

 現在のところ、芦屋町内で法人後見を受任する法人がないため、今後、法人後見の担

い手の確保に向けた検討を進めます。 
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４ 持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs） 

との関係 

 

ＳＤＧｓとは、2015 年（平成 27 年）９月の国連サミットで採択された「持続可能な

開発のための 2030 アジェンダ」に記載されている 2016 年から 2030 年までの国際

的な共通目標です。 

持続可能な社会を実現するための 17 のゴール（目標）と 169 のターゲット（手段）

から構成され、「誰一人として取り残さない（no one will be left behind）」ことを理念

としています。 

成年後見制度の利用を促進することは、この 17 の目標のうち、「３．全ての人に健康と

福祉を」、「10．人や国の不平等をなくそう」、「16．平和と公正を全ての人に」という目

標と合致しており、国際社会の中でも強く求められていることから、町として、これら目

標の達成のためにも、成年後見制度の利用促進に取り組んでいきます。 
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第５章 計画の推進と評価 
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第５章 計画の推進と評価 

第５章 計画の推進と評価 

１ 計画の点検・評価・推進体制 

芦屋町成年後見制度利用促進計画の推進に関しては、ＰＤＣＡサイクルによる施策の進

捗管理を行うこととし、芦屋町地域福祉計画推進委員会において毎年度の評価を行うこと

により、計画の実効性を担保していきます。 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

芦屋町（行政） 

中核機関 
（北九州成年後見センターみると） 

芦屋町地域福祉計画推進委員会 

住 民 
（成年後見人等・被後見人等含む） 

 

○年次計画の点検及び進捗状況

の評価 
○年次計画及び進捗状況の報告 

○相談等 

 ○相談対応（中 

核機関へのつなぎ） 

○利用支援 

○広報啓発 

○中核機関業務の委託実施 

○相談等 

 

○相談対応 

○利用支援 

○広報啓発 
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第６章 資料編 

第６章 資料編 

１ 用語集 

協議会 後見等開始の前後を問わず、「チーム」に対し法律・福祉の専門職団体

や関係機関が必要な支援を行えるよう、各地域において、専門職団体や

関係機関が連携体制を強化し、各専門職団体や各関係機関が自発的に協

力する体制づくりを進める合議体のこと。 

芦屋町では、既存の地域ケア会議（高齢者）や個別ケース会議（障が

い者）の枠組みを活用することにより、新たな機関を立ち上げることな

く、関係機関の協力体制づくりを進めます。 

市民後見人  今後、成年後見制度利用者の増加が見込まれる中で、成年後見人等の

担い手の不足が見込まれていることから、利用者本人と同じ地域に居住

する社会貢献への意欲や倫理観が高い住民を後見人業務の担い手として

育成していくこと。 

 市民後見人については、多額の財産等がなく、身上監護や日常の金銭

管理に限定されるような、比較的難易度の低い事案を担当することが期

待される。 

地域連携ネットワーク 成年後見制度の利用が必要な人のために、相談窓口を整備するととも

に、権利擁護支援の必要な人を発見し、適切に必要な支援につなげる地

域連携の仕組みのこと。 

 「権利擁護支援の必要な人の発見・支援」、「早期の段階からの相談・

対応体制の整備」、「意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の

運用に資する支援体制の構築」という３つの役割を念頭に、既存の保

健・医療・福祉の連携（医療・福祉につながる仕組み）に司法も含めた

連携の仕組みを構築するものとされ、「チーム」「協議会」「中核機関」を

構成要素とする。 

 広報、相談、成年後見制度利用促進、成年後見人等支援の４つの機能

について、段階的・計画的に整備することが求められている。 

チーム  権利擁護支援が必要な人について、本人の状況に応じ、身近な親族や

福祉・医療・地域の関係者（後見等開始後はこれに後見人が加わる）が

協力して日常的に本人を見守り、本人の意思や状況を継続的に把握し、

必要な対応を行う仕組み。 

中核機関 専門職による専門的助言等の支援の確保や、協議会の事務局など、地

域連携ネットワークのコーディネートを担う中核的な機関のこと。国の

基本計画では、地域の実情に応じて、市町村等が設置している「成年後

見支援センター」や「権利擁護センター」など既存の取組も活用しつ

つ、市町村が設置し、その運営に責任を持つことが想定されている。 

法人後見 社会福祉法人や社団法人、 NPO などの法人が成年後見人等になり、

判断能力が不十分な人の保護・支援を行うこと。 
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２ 芦屋町地域福祉計画推進委員会設置条例 

（平成 24 年９月 21 日条例第 19 号） 

 

（設置） 

第１条 次条に掲げる計画の策定及び推進のため、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 138

条の４第３項の規定に基づき芦屋町地域福祉計画推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、町長の諮問に応じ、次に掲げる計画の策定に必要な調査、審査及び各計画に

基づく事業実施状況等の審議を行うものとする。 

(１) 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）に基づく芦屋町地域福祉計画 

(２) 自殺対策基本法（平成 18 年法律第 85 号）に基づく市町村自殺対策計画としての芦屋町い

のちを支える計画 

(３) 成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 29 号）に基づく芦屋町成年後

見制度利用促進計画 

 

（組織） 

第３条 委員会は、委員 16 人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、町長が委嘱する。 

(１) 福祉関係者 

(２) 学識経験者 

(３) 住民の代表者 

(４) その他町長が適当と認める者 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、３年とする。ただし、再任は妨げない。 

２ 委員が任命された時の要件を欠くに至った時は、当該委員はその職を失うものとする。 

３ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の半数以上の者が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

４ 委員会は、必要に応じて会議の議事に関係のある委員以外の者に対し、会議の出席を求め、

又は意見を聴取することができる。 
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（報酬及び費用弁償） 

第７条 委員の報酬及び費用弁償については、芦屋町特別職の職員の給与等に関する条例（昭和

31 年条例第 13 号）の規定に定めるところにより支給する。 

 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、福祉課において処理する。 

 

（補則） 

第９条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

この条例は、平成 24 年 10 月１日から施行する。 

 

附 則（平成 31 年３月 20 日条例第８号） 

この条例は、平成 31 年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和２年３月 19 日条例第 11 号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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３ 芦屋町地域福祉計画推進委員会 委員名簿 

答申（令和２年 12 月 1 日）時点 敬称略  

区分 所属団体 委員名 備考 

福
祉
関
係
者 

社会福祉法人芦屋町社会福祉協議会 安部 知彦  

芦屋町介護サービス事業者等連絡会 中西 伸吾  

障がい福祉サービス事業所みどり園 桐田 典彰  

学
識
経
験
者 

公立大学法人福岡県立大学 

人間社会学部教授 
村山 浩一郎 委員長 

芦屋町ボランティア活動センター 廣田 芳佳 副委員長 

芦屋町議会 萩原 洋子  

芦屋町議会 中西 智昭  

住
民
の
代
表
者 

芦屋町区長会 片山 和夫  

芦屋町民生委員・児童委員協議会 野﨑 昭吾  

芦屋町老人クラブ連合会 橋野 藤夫  

あしや助けあい支えあいの会 石川 智雄  

芦屋町手をつなぐリボンの会 篠原 美紀  

芦屋町四校 PTA 連絡協議会 日隈 真紀  

芦屋町子ども子育て会議 岩崎 眞樹  

公募委員 塩田 裕子  

公募委員 森 真奈美  
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